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パリ・コミューンにおける人民主権と民衆
－ポピュリズムを超えて－
高　橋　則　雄
はじめに
　最近、世界的な政治現象として「ポピュリズム」がさまざまな論説に登場している。日本では大
阪や名古屋の地域政党が、ヨーロッパではフランス、ドイツ、オーストリア、オランダの国々の右
翼政党が、米国でも2016年の大統領選挙においてクローズアップされた。
　2010年以降に、国内で刊行されたポピュリズム関連の図書をあげるだけでも、『ポピュリズムへ
の反撃』（山口二郎、2010年）、『私たちはいまどこにいるのか』（小熊英二、2011年）、『反ポピュ
リズム論』（渡邉恒雄、 2012年）、『自治体ポピュリズムを問う』（榊原秀訓、2012年）、『ブラック・
デモクラシー 』（適菜収 ほか、 2015年）、『ポピュリズムとは何か』（水島治郎、2016年）、『グロー
バル化のなかの政治』（大澤真幸、2016年）、『NEW ポピュリズム』（薬師院仁志、2017年）など、
多数の著作が刊行されている。
　また、大阪における橋下の行政手法については、それを不服、不当とする裁判を含め、きわめて
深刻な批判が表明されており、『虚構・大阪都構想への反論　－橋下ポピュリズムと都市主権の
対決－』（2010年）、『大阪「教育改革」が問う　－教育と民主主義－』（2012年）等が刊行されて
いる。
　宇野重規と水島治郎の対談（2017年2月10日、『週刊読書人』 第3176号に収録）では、「ポピュ
リズムは民衆の参加を通じて「よりよき政治」をめざす、「下」からの運動である。そして既成の
制度やルールに守られたエリート層の支配を打破し、直接民主主義によって、人々の意思の実現を
志向する。その意味でポピュリズムは、民主的手段を用いて既存のデモクラシーの問題を一挙に解
決することをめざす、急進的な改革運動といえるだろう」と指摘している。
　山口二郎は前掲書の中で、「ポピュリズムとは、大衆のエネルギーを動員しながら一定の政治的
目標を実現する手法を意味します。また、大衆の政治的エネルギーを引き出す時に、言葉が決定的
に重要な意味をを持ちます。民衆の政治的熱気が政治過程に怒涛のように流れ込み、指導者がそれ
に乗って改革を断行する。一見きわめてダイナミックな民主的政治のように見えます」（11頁）と
した上で、「十九世紀のポピュリズムの出発の時期においては、ポピュリズムというのは圧倒的に
平等を求める政治運動だったということができます。待てる者と待たざる者という対立や格差が非
常にはっきりしていました。（中略）ポピュリズムというものは民主政治を実質化していく上で非
常に大事な、不可欠のエネルギーになたっという肯定的な面は、やはり注目する必要があります」
（20-21頁）と述べ、さらに「いままでは小さな政府によって得をする人々の利益のために、政治家
やメディアがステレオタイプをうまいこと操作し、ポピュリズムを動員してきました。それに対抗
する側も、理屈を立てた上で、それを理解させるために人々の実感やイメージに訴えかける必要が
2あります。対抗ステレオタイプとも言うべきものが必要です」（133頁）と主張する。
　しかし、上記に引用した論説のように、ポピュリズムは歴史過程の中にあったと指摘されながら
も、具体的にどのような様相であったのかを説明したうえで、現在生起している事態との関連につ
いては言及していない。
　本稿は、パリ・コミューンにおいて試みられた政治体制が、「下」からの、民衆による巨大な変
革のエネルギーに基づいた一種のポピュリズム運動であり、かつ、人民主権の実践であったこと
を、民衆組織の自律的な活動とその構造の分析を通して検討する。
　その際、市内の各区、各地域における民衆組織の動向に注目した。民衆の存在は、選挙で選ばれ
た議会（パリ・コミューン）や中央組織ではなく、むしろ各地域の民衆クラブclubや監視委員会
Comité de Vigilanceにおいて明瞭なかたちとなって表れていたからである 1 。柴田三千雄は、地域
における活動の重要性について、「市政ばかりでなく、これまで国家が行使していた発議権のすべ
てがコミューンの手中におかれた、とマルクスは書く。だが、現実のコミューンの権限はそれほど
強力ではない。各区のクラブや監視委員会は独自の決定をおこない、とくに衛兵中央委は自立性を
主張してコミューンのまえに立ちはだかっていた」 2 と述べており、各区、各地域における民衆組
織の重要性を指摘している。
　また、資史料の面からも、J.ブリュアは、「これらヴェルサイユ側の警察によって押収されたク
ラブの議事録は、コミューン参加者に対する抑圧をおこなった軍法会議へ証拠物件として引き渡さ
れ、その後陸軍省文書館に収蔵された」 3 と述べ、パリ・コミューンにおける民衆組織の重要性を
示唆している。
第一節　第二帝政下の政治集会と民衆組織の形成
　第二帝政の崩壊（1870年9月）にともない活発化する民衆組織は、1860年代末の労働運動の部
分的な緩和措置にともなう公開集会の合法化から始まった。1868年6月6日の法律によって 4 、公
開集会は「公開非政治集会réunion publique non politique」と「公開選挙集会réunion publique 
électoral」というかたちで制度的な保証を得るようになった。前者は政治と宗教に関するテーマを
扱うことは禁じられており、後者は選挙期間に限られ、集会への参加者は選挙区の有権者住民のみ
というものであったが、当局側の臨席等の制約はあったものの、労働運動や民衆運動にとっては大
きな前進を意味した。社会主義を標榜するインターナショナル派、ブランキ主義者、急進左派の活
動家たちが互いに接触する機会をもたらしただけでなく、活動家と民衆を結びつける場を提供した
のである 5 。加えて、社会問題に関心のある住民同士が顔を合わせる機会を得ることになり、やが
てその中に団結の意識が芽生えてくる。公開選挙集会は選挙区の有権者住民のみを対象としたこと
から、選挙候補者と有権者の関係がより緊密化するとともに、「命令的委任」関係に発展する素地
1 　H.P.Lissagarey, Histoire de la Commune de 1871,  Paris, 1929, p. 233.
2 　柴田三千雄『パリ・コミューン』、中央公論社、1973年、123頁。
3 　J.Bruhat et al. La Commune de 1871,  Paris, c1960, p. 153.
4 　A. Rousselle,, Le droit de réunion et la loi du 6 juin 1868,  Paris, 1870.
5 　R.D. Wolfe, The origins of the Paris Commune, a thesis,  Harvard Univ., 1965, p. 41.
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となり、やがては市議会（パリ・コミューン）選挙の要求と「命令的委任」関係を実行段階へと進
展させることになった。当然のことながら、「公開非政治集会」は政治集会へと変わった。
　1868年6月から1870年5月の帝政下のセーヌ県だけでも、これらの集会は1,000回を超えて開催
された 6 。第1区ではジャン－ジャック－ルソー街のルドゥト・クラブClub de la Redoute、第3区サ
ン－マルタン街のモリエール・ホールSalle Molière、第19区フランドル街のマルセイエーズ・ホー
ルSalle de la Marseillaise、第20区ベル－ヴィル街のフォリ・ベルヴィル劇場Folies Bellevilleでは
4,000人規模の集会が開かれていた。
　このような集会はどのように運営されていたのであろうか。コミューン崩壊後に開かれた政府の
調査委員会で、ある国民議会議員はこう証言している 7 。「私がパリを訪れたのは1869年の冬のこ
とだったが、しばらく滞在することになり、ベル-ヴィルからヴィユ-シェーヌVieux-Chêne、モン
パルナスに至る公開集会を目の当たりにすることになった。リヨンに帰って、友人たちからその
印象を聞かれて、こう言ったのです。2 ～ 30人の発言するリーダーと、彼らに追従する支持者が
そこここに200人ほどいて、それぞれのカルティエで関心をもつ人以外に、1500人ほどの個人が集
会に参加していました。1カ月の間、集会に通っていたところ、約20回の集会で同じ人物に出会っ
た」というのである。この証言から、パリ右岸（20区）から左岸（5区、14区）において集会を運
営する側、聴衆側、どちらも常連が多数おり、議題や発言が用意周到に計画され、当局からすれば
危険な企てが準備されていたことになる。集会のテーマや選挙期間という制約をつけた当局の思惑
を超えて、これらの集会は民衆組織へと発展する素地となっていたのである。1868年6月6日法で
は、集会を開催するにあたって1名の議長と2名の議長補佐からなる事務局を構成するよう定めら
れていた（第4条） 8 。この他に、当局から派遣される議事録作成人がいた（第5条）。これは、当
局側からすれば、集会の責任体制を明確にし、違反者を処罰の対象とする意図が働いていたもので
あるが、運営の主体を明確化することを通して、参加者を常連化させる結果を招いたことになる。
　ちなみに、発言により関係の法律に抵触し、検挙されたこの時期の弁士55名について、A.ダロ
テルDalotelらの研究がある 9 。それによれば、11名が後にコミューン議会選挙で議員に選出され
（20％）、37名がその後のコミューン運動に参加し（約67％）ている。この分析結果は、公開集会
がいかにパリ・コミューンを成立させた民衆運動へとつながっていったのかをよく示している。
　このように、パリ・コミューンにおいて民衆運動の核となった組織は、パリ・コミューンの成
立後に活動を活発化させたのではなく、帝政期から臨時国防政府期を経て徐々に組織的成長を遂
げ、運動理念を成熟させることによって、パリ・コミューン期の民衆組織へと継承された。パリ・
コミューンの基盤は、コミューン議会や議員の活動といった、これまで歴史の前面に表れた事象だ
けではなく、それらの議員を選出し、支えた民衆とその活動の場となった各区、各地域との連携に
よって初めて成立し得たのである。
6 　木下賢一『第二帝政とパリ民衆の世界』山川出版社、2000年、170-171頁。
7 　A. Dalotel et al., Aux origines de la Commune, Paris,  c1980, p. 92.
8 　A. Rousselle, Le droit de réunion et la loi du 6 juin 1868,  précédés d’une préface de M. Jules Simon. 1870, p. 247.
9 　A. Dalotel et al., Op.cit,  pp. 92-100.
4第二節　民衆組織の理念と構造
　1870年9月4日、対プロイセン戦争敗北と帝政崩壊を機に成立した国防政府は、共和派を自認す
ることもあって、集会の自由を認めざるを得なかった。これによって、民衆たちは、学校施設で、
あるいは包囲期に知事から休業を命じられ全面的に営業を停止していた劇場で、集会を開くこと
になった。コレージュ－ド－フランス・クラブ（第5区）、フォリー－ベルジェール・クラブ（第9区）
やカジノ・クラブ（第9区）等である。そこでは、それまでの公開集会におけるさまざまの制約か
ら解放され、政治家や軍人の裏切り行為や軍事作戦の失敗、無能などを追及する演説が、制約を
受けずにおこなわれた。そして、10月以降になるとこれらのクラブは、第20区の労働者街のベル-
ヴィル地区やメニルモンタン地区から発した要求のように、新しい市政、すなわち革命的コミュー
ンCommune révolutionnaire de Parisの形成という政治的課題を表明することになる10。
　国防政府成立の翌日、9月5日からは、国防政府が任命した市（区）長と行政官たちの監視を目
的とする民衆組織である監視委員会Comité républicain de vigilanceが11、各区ごとに設置され始
めた12。　
　なお、監視委員会やクラブの運営方法の多くは、それまでの帝政下の選挙集会や公開集会と同じ
ように、任期をともなう交代制の事務局bureauが運営にあたることになっていた。議長と補佐役
（副議長）、書記等からなる事務局と聴衆によって成立するという形式を踏襲していたのである。帝
政下と大きく変わったのは、集会を開く度にその場限りの事務局を選出するのではなく、任期制の
事務局が選ばれ13、聴衆参加者が会員制となり、それによって組織が固定化されたことである。そ
の結果、民衆運動は求心力を高め、世論として社会全体に大きな影響力をもち、政治体制そのもの
をも変革するエネルギーを蓄積していった。
　10月中旬に、第3区で結成された「人権と市民の権利要求結社」Société de la Revendication des 
Droit de l’Homme et du Citoyenの「人権と市民の権利要求クラブ」は会員制で、その開設目的は
「共和国の防衛と確立、すなわち自由と友愛の原理のもとに我々に平等をもたらすこと」であった。
会員になる資格は、すでに会員となっている人物2名によって紹介され、調査委員会にかけたうえ
で、総会の多数決で入会を許可するという手続きで、下記の「団結クラブ」と類似している14。こ
のクラブの事務局はこの結社内部のメンバーから選出されることになっていた。
　同じく第3区で、11月に開催された第3区の「団結クラブ」Club de la Solidaritéは、三つの大き
なテーマを運営方針とし、「政治革命」、「社会革命」、「精神革命」というプログラムを掲げ、事務
局は議長1名、副議長2名、書記4名、庶務1名、助役1名という構成で、毎月選挙によって多数決
で決定することになっていた15。会員として新たに入会するためには、クラブ会員2名の推薦の下、
10　J. Bruhat et al., Op.cit.,  p. 153.
11　G. Bourgin, La guerre de 1870-1871 et la Commune, Paris, 1971, p. 95.
12　しかし、二十区中央委員会はその声明（9月14日）から明らかなように、この時点では包囲されているパリとフ
ランス全土の防衛をいかに遂行するかということに全力を傾けていた。ここには、社会改革、ましてや新しい政
治体制への要求などはみられなかった。
13　R.D. Wolfe, Op.Cit.,  p. 45.
14　Les Murailles politiques françaises : depuis le 4 septembre 1870.  Paris, 1873-1874. （以下、M.P.F. , Chevalier と省
略), t. 2, p. 168. Club de la Revendication des droits de l’homme et du citoyen。
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申請から10日以内に、共和主義者であることを確認し、審査の結果を出すことにしていた。共和
主義者の確認とは、すべての宗教的束縛から自由であること、領土の不可侵、不可分のために、単
一にして不可分の共和国の防衛のために全精力をもって戦うこととされた16。さらに、パリ市内の
いくつかの区にネットワークを形成することも目的としており、必要に応じて地方にもその輪をひ
ろげていくと述べている。
　このクラブのチラシによれば、会員制クラブとして活動することと併行して、一般に公開する集
会を定期的に開催し、誰もが出席し発言することが期待されていた。特に、兵士、国民衛兵、遊動
隊に所属している市民からの声明や要求を公開講演というかたちで実施したいと述べており、ここ
には、この翌年（1871年）における一連の動き、すなわち、クラブの連合形成や国民衛兵中央委
員会との協力関係の構築へとつながっていく萌芽がみえる。
　第6区では、監視委員会が共和主義者連盟Association Républicaine、インターナショナル・パリ
支部と三者共同で「医学校クラブ」Club de l’École de Médecineの集会を開催（1870年11月15日, 
11月21日, 12月28日, 1871年3月26日）し、パリ・コミューン成立後もその活動（1871年4月10
日, 4月22日, 5月15日, 5月16日）は続いた。
　11月16日 か ら14回 に 及 ぶ 集 会 を 開 催 し た、 第13区 の「 社 会 民 主 主 義 者 ク ラ ブ 」Club 
démocratique et socialiste17の会則（全26か条）をみると、クラブの目的（第3条）では、労働と
労働者の解放を革命的方法によって実現するための革命的手段とその影響力に関するすべての政
治的、社会的問題の研究をおこなうと述べている。討論は議長1名と書記1名からなる事務局の管
理のもとでおこなわれるとし（第17条）、議長だけが、質疑応答、弁士の登録を受け付ける（第19
条）と定められている18。集会に集まった聴衆に運営の流れを委ねるのではなく、議長の強い権限
のもとにおくというのである。インターの地区委員会（ラ・グラシエール、パンテオン－第13区合
同委員会、デュヴァル、イーヴリ地区、メゾン－ブランシュ、第13区クラブ）が活発な活動をおこ
なっていた同区の特徴がよく表れている。会員の入会資格、審査等はこれまでみてきた他のクラブ
と同様である。
　第18区の革命クラブClub de la Révolutionは、同じように会員制の組織ではあるが、組織のあ
り方に特色がみられた。会員制となることにより、組織的な求心力を高めつつも、会員を「受動的
会員」と「能動的会員」の二つのカテゴリーに分類し、「能動的会員」となるためにはプログラム
に署名し、他の能動的会員による公式な投票で認められる必要があった19。このクラブでは、能動
的会員によってクラブの中のクラブを構成していたのである。「受動的会員」の人数は、「能動的会
15　Les Murailles politiques de la France pendant la Révolution de 1870-71,  Paris, s.d. (以下、 M.P.F., Clarétie と省略), 
p. 503. Club de la Solidarité (le 26 nov., 1870).
16　Ibid.
17　A.H.G., Ly22, Ms.
18　R.D. ウルフは、この議長の権限について集会参加者の分派行動による混乱を避けるために、このような規定を定
めていたと指摘している（R.D. Wolfe, Op.Cit., p. 292）。しかし、第13区はインター派が強力な影響力をもち、集
会参加者の層からみても、そのような混乱は予想しづらい。むしろ、そのような条項を盛り込むことに、同クラ
ブ内でなんらの異論もなかったことを要因と考えるべきであろう。
19　荻野豊「公開集会から民衆クラブへ　－第二帝政期とパリ・コミューン期の民衆 意識－」『西洋史学』、125号、
1982年、45頁。R.D. Wolfe, The Parisian Club de la revolution of the the 18th arrondissement 1870-1871, Past 
and Present,  no. 39, 1968, p. 97. R.D., Wolfe, Op.Cit., 1965, p. 294.
6員」の3、4倍近い数を擁しており、組織としての人員の確保という面からみても、インター派の
ような厳密な会員組織に匹敵するものであった20。
　こうして、1870年の秋から冬にかけて、民衆組織が活動を活発化させていた。しかし、政治情
勢そのものは、10月31日のブランキ―派の部分的蜂起の失敗に続き、11月初旬の国防政府の正当
性を問う信任投票においても、敗北を経験した。
　民衆勢力は、このような情勢を踏まえ、組織のあり方を変化させていった。12月に入り、「第4
区社会主義者クラブ」は、クラブの中心となる事務局（21名）を構成するにあたって、従前のよ
うなクラブ内の会員による選挙によるのではなく、監視委員会内部の執行委員会（6名）が任命す
ることにした（監視委員会規則第8条、第9条、第10条、第11条）。監視委員会の設置目的を、「社
会主義革命の原理principe révolutionnaire socialisteの防衛と、その原理の表明、拡散を公開集会
réunion publiqueを通じておこなうこと」（同規則第1条）とすることにより、監視委員会とクラブ
の一体性を図った。すなわち、公開集会という場を利用し、クラブの宣伝活動をおこなうことを前
提として、監視委員会を再定置したのである。構造的には、運動の表面には姿を現さない「革命グ
ループ」（監視委員会）が、公然活動としての「集会」（クラブ）を利用して、民衆をクラブ会員と
して勧誘しつつ、世論の形成を図ったのである。執行委員会という「革命指導部」（6名）の下に
「革命グループ」（監視委員会26名）を結成し、執行委員会が任命した民衆活動家グループ（21名）
を公開集会（クラブ）の核とし、革命戦略を実行するという形式であったということができる。こ
こではクラブの集会の議事進行役は集会参加者から選出するのではなく、クラブ会員から選任する
ことになっており、集会の議事進行をコントロールする意図がみられる。
　ちなみに、このクラブの規約statutの前文にはこう書かれている21。なお、「監視委員会規則（25
か条）」と委員会（クラブ）規則（15か条）を、本論文末に付した。
　「普通選挙に基づく共和国とあらゆる政治・経済的真理を求める。国家宗教を認めず、公共
におけるその示威を禁止し、すべての学校段階における非宗教的で無償教育と初等教育におけ
る義務制を実現する予算を要求する。警視庁の廃止と市警察の設置。行政官の解職と普通選挙
による行政メンバーの選出。すべての法律の改訂。資本ではなく、労働に基づく社会の再編。
2年を任期とするすべての公職の普通選挙。高給の減額と不十分な賃金の増額。すべての公務
員の責任性を緊急かつ実効性をもって審査すること。常備軍の廃止と18歳から50歳のすべて
の男性市民による民兵制度の創設。税制の見直しと入市税の廃止。すべての独占と財政的・貴
族的特権の廃止。高利を禁止し、年利6％を最高限度利子とする。最後に、すべての人身売買
制度の根絶。そして、唯一条項として、社会主義者として知られているだけでも、教えをおこ
なう会員としてクラブに出席することができる。クラブの綱領原則に賛同し、署名した他のす
べての市民は、暫定会員期間（3か月）の後に会員の三分の二が出席したクラブの総会で入会
が認められる」
20　R.D. Wolfe, Op.Cit.,  1965, p. 391.
21　A.H.G., Ly27, Ms. J. Rougerie, Paris libre 1871,  Paris, 1971, pp. 74-76.
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　ここでは、官職の売買、カトリックを国教とすること、宗教界の公教育に対する影響力、国民を
監視下におく警察制度など、帝政下における諸制度の廃止と教育の非宗教性、無償制、義務制に対
する要求等が、規約の冒頭に掲げられていた。なお、これらの要求の中にはそれまで公開集会にお
いて議論されていた社会的諸課題を継承した項目もみられる22。
　翌年春にむかって、民衆組織はさらに政治的に先鋭化し、組織としての構造が凝縮され強化され
る。監視委員会はその活動を具体化させ、2月20、23日にパリ全区の合同総会を開催し、決議と原
理宣言をおこなった23。
　内容としては、会費や資金の徴収、各区の地区委員会や事務局の設置等を促しつつ、監視委員会
の設置の目的について述べ、「監視委員会の全メンバーは、革命的社会主義の党に属する」と宣言
したうえで、労働者による政権掌握とブルジョワジーの特権廃止を宣言するなど、インターナショ
ナル派の直接的な影響が強くみられる。さらに、ボルドーで議会を開催しているヴェルサイユ政府
を牽制して、「共和制を多数派の権利よりも上位に位置付ける。それゆえ、直接的に人民投票とい
う手段によるにせよ、あるいは間接的に、多数派の道具たる議会によるにせよ、多数派が人民主権
原理を否定する権利を認めない」と宣言し24、共和制の基盤を人民主権におき、議会における多数
派によって否定され得ないとした。政治機構として、市政府（パリ）は「革命的社会主義グループ
に由来する革命的コミューン」を、国政府（フランス）は「革命的諸コミューンと主要な労働者中
心地との代表によってつくられる政治的清算の政府」の樹立を目指すことを表明した25。
　パリでは、約55万人の有権者中、33万人が、この国民議会選挙で投票した。その結果、当選者
の上位は、民衆の支持が厚いルイ=ブラン、V.ユゴー、L.ガンベッタ、M.ガリバルディなど知名
度の高い共和主義者たちが独占し、A.ティエール、J.ファーヴルなど国防政府の閣僚たちは下位で
かろうじて当選するという選挙結果であった26。国防政府は、首都パリに限っていえば、街頭だけ
でなく国政選挙においても支持基盤は脆弱だった。パリの有権者は二つの共和国、すなわち、人民
主権か国民主権のいずれかを選択する選挙において、前者に基づく共和国を選んだのである。
　この選挙に向けても、民衆組織が活動し、選挙運動を組織していた。それが選挙結果となって表
れていた。二十区中央委員会クラブClub du Comité cenral des vingt arrondissements、モンタニャー
ル・クラブClub des Montagnards（第10区急進共和派系クラブ）、インターナショナル連合会議
Chambre Fédéral de l’Internationaleといった組織名を冠した公認候補リストを印刷したビラには、
43名の共和派と社会主義運動家たちの名前がある。民衆組織をつうじて地域の有権者たちに配布さ
れた、このビラの冒頭には「共和派＆社会主義者合同」Fusion Républicaine & Socialisteと記されて
おり、その名称の通りにG.クレマンソー、L.ガンベッタ、V.ユゴー、E.キネら共和派とともに、C.ア
ムルー、C.ドレクリューズ、G.ルフランセ、J.ミオらインター派の名前もあり、まさに上記にあげ
22　拙稿「パリ・コミューンと民衆クラブ　－組織、運営、人物－」『専修史学』第58号（2015年3月）、28－30頁
を参照されたい。
23　J. Rougerie, Op., cit.,  pp. 78-80.J. ルージュリ、前掲書、75-76頁。R.D., Wolfe, Op.Cit.,  1965, p. 393. A.H.G., 8J 147 
d1256, Ms.
24　1871年2月8日に実施された国民議会選挙では、ヴェルサイユ側が多数派を占め、ここに第三共和政府が発足
した。
25　J. Rougerie, Op. cit.,  pp. 78-80.　J. ルージュリ、前掲書、76頁。
26　当選者43名中、国防政府首班A.ティエールは25位、外相J.ファーヴルは34位であった。
8たクラブとインター派が合同（fusion）した組織だった27。別のビラには、パリ二十区選挙クラブ委
員会の革命的社会主義者中央委員会Comité central révolutionnaire et socialiste des clubs et comités 
électoraux des 20 arrondissements de Parisという組織名が印刷されている28。ここには、共和派と
してL.ガンベッタやH.ロシュフォールの名前はあるが、G.クレマンソーもV. ユゴーもE.キネらの
名前はない。代わりに、インター派として、前記のビラにあった人物に加えて、S.ドルールDerere、
J.フリュノー Fruneau、C.ロンゲLonguet、B.マロンMalonたち、後にパリ・コミューン議会の議員
として活動するインター派の多くの名前がある。それに加えて、この選挙に際して、インター派と
は直接的な関係をもたなかったが、革命的・社会主義者中央委員会が推薦した人物たち、A.ブラン
キBlanquiの側近フロットFlotteや共和派フリーメソンのグピル博士Dr.Goupilが含まれていた。
　加えて、武力も民衆の手に移りつつあった。パリにおける公的な武装組織は、軍隊、国民衛兵、
警察で構成されており、治安は国民衛兵と警察が中心になって担当していた。対プロイセン戦争が
始まる前（1870年7月）までは、国民衛兵は市内西部の富裕層地区を中心に約60大隊を擁していた
が、戦争開始後は、兵力増強のために国民衛兵制度を労働者地区へ適用せざるを得ず、そのため、
国民衛兵の規模も大きくなっていった。1871年3月には、大隊の数は260へと大幅に増加していた。
こうして、治安の主体は権力側から、民衆側の手へと移っていったのである29。
　3月3日には、パリ全区を結ぶ国民衛兵の連合組織が結成され、15日には中央委員会が成立する。
そのきっかけとなったのは、公開集会、クラブにおける地域の民衆運動との相互作用である。15
日の中央委員会結成は、第10区のティヴォリ-ヴォクサル・ホールTivoli-VauxHallでおこなわれた
が、このホールはそれまで、しばしばクラブや散発的な集会がおこなわれており、「二十区代表団
中央委員会comité central de la délégation des vingt arrondissements」「共和国防衛者中央委員会
comité central des défenseurs de la République」「共和主義連盟委員会comité fédéral républicain」
や「マルセイエーズ集会委員会comité de la réunion de Marseillais」「モンマルトル中央委員会
comité central de Montmartre」などが開催され、民衆の意志を表明する場所となっていた。
　3月18日の早朝におけるモンマルトルの正規兵部隊による国民衛兵部隊の大砲奪取作戦は、ここ
まで追いつめられた政府の反撃でもあった。しかし、それは失敗に終わり、国民衛兵中央委員会は
民衆組織の動向を見守りながら、一挙に市議会選挙（以下、「コミューン選挙」と記す。）の準備へ
とむかったのである。
　3月26日のコミューン選挙における民衆組織の役割に関する史料は少ないが30、前述した、医
学校クラブClub de l’École de Médecine（第6区）では議員候補者の選出をおこない31、レーヌ－
27　M.P.F., Clarétie,  p. 867. Fusion Républicaine & Socialiste, Candidats adoptés défenitivement : Club du Comité 
central des vingt arrondissements, Club des Montagnards, Chambre Fédérale de l’Internationale, Union 
Républicaine, Alliance Républicaine, Républicains Socialistes, Defenseurs de la République: liste des candidatsと
ある。Wolfe, Op.Cit.,  p. 350.
28　M. P. F, Clarétie,  p. 868. Comité Central Révolutionnaire et Socialiste des Clubs et Comités Électoraux de 20 
Arrondissements de Paris, liste des candidats.
29　柴田三千雄、前掲書、48頁。喜安朗、木下賢一「十九世紀民衆運動の論理」『中央公論』1971年11月、238-239頁。
30　J.Rougerie, Op.Cit.,  p. 139.　J.ルージュリは第11区、第14区、第17区の史料に基づき論述している。
31　F. Maillard, Élections des 26 mars et 16 avril 1871 :affiches, professions de foi, documents officiels, clubs et 
comités pendant la Commune, Paris,1871.p. 111. M.P.F. , Chevalier,  t. 2, p. 113.
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ブランシュ・ホールで活動していたモンマルトル・クラブClub Montmartre（第18区）も、でき
るだけ早いコミューン選挙の実施を求める宣言を36名の連名でおこなった選挙ビラがある32。こ
のビラに日付はないが、署名者のなかには、後にコミューン議員となるS.ドルールの名前がみえ
る。第3区で結成された「人と市民の権利要求結社」Société de la Revendication des Droit de 
l’Homme et du Citoyenが設立した「人と市民の権利要求クラブ」も同様に、パリ市議会の選挙を
要求した33。共和主義者クラブClub républicainと国民衛兵第10師団と共同して、選挙候補者6名
のリストを準備した第10区のモンタニャール・クラブは、P.ラストール、F.ピア、C.F. ガンボン
たちが高得票率で当選を果した。選挙の翌日、3月27日には第14区のブーラル街36番地で監視委
員会が開かれ、トンブ－イソワール街と区役所広場にある修道院学校、メゾン－デュ・ホールでは監
視委員会の後援で集会が開催された。第7区でも、4名の議員のうち監視員会が支援するプレオ-ク
レル公開集会からはF.N. パリセル、R. ユルバン、A.A. シカールたち3名が当選した。
　この選挙結果にみる監視委員会委員の当選者を区ごとに比較すると、以下のようになる。
　監視委員会委員の比率は各区議員定数に対する当選者中の監視委員会委員の比率（比率1）、イ
ンター派占有率は、各区議員定数に占めるインター派当選者の比率（比率2）である。監視委員会
が選挙において大きな役割を果したことを示すと同時に、インター派は多くの当選者を出している
32　M.P.F., Clarétie,   p. 255.
33　M.P.F., Chevalier,  t. 2, p. 168.
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ものの、独占的な位置は確立されていなかったこと、地域（区）ごとに大きな差異があったことを
表す数値となっている。
　議席数に占める監視委員会委員とインター派を比較してみると、全議席数に占める監視委員会委
員は約55％に達している一方、インター派は約35％であり、議会全体でみれば、監視委員会の影響
力がより大きいことになる。区ごとでは、監視委員会の比率の高い（70％以上）のは第2区、第4区、
第7区、第15区、第17区で、インター派の比率の高い（50％以上）のは第1区、第2区、第3区、第
4区、第17区であった34。監視委員会とインター派の比率は概ね比例しているが、比率の差が大きい
区がいくつかあり、第5区（監視委員会60％、インター派0％）、第7区（同75％、同0％）、第10区
（同67％、同17％）、第15区（100％、34％）、第20区（50％、0％）では、インター派は監視委員会委
員の人数比率の半分にも満たなかった。逆に、第12区では監視委員会委員は皆無であったのに対して、
インター派は1人（25％）を占めていた。これらの数値は、監視委員会の発足時（1870年9月）には
インター派が主導していたが、コミューン選挙時（1871年3月）には共和急進派やブランキ―派が監
視委員会に浸透していたことを示している。これについては、改めて別稿で論じることにしたい。
　以上、1870年9月から12月の時期のおける公開集会が、帝政下における規制から解放され、民
衆組織として定着していき、翌年（1871年）3月にコミューン選挙が実施されるまでの過程を考察
した。特に、10月の蜂起の失敗と11月初旬の国防政府信任投票・区長選挙の敗北という経験は、
実際に政治行動へ移るための限られたメンバーによって運営される恒常的な組織性をもつクラブへ
と、変貌をうながしたことになる。その背景には、帝政時代の公開集会と選挙集会における制約か
ら派生した集会の特質があった。すなわち、選挙区という地域空間に限定されたことから、集会の
地理的特色が発揮され、そこに集う活動家と聴衆の関係を密接なものにし、命令的委任と人民主権
に基づく政治制度の実現を可能にしたのである。
　年が改まり、1871年1月以降になると、民衆組織は2月の国民議会選挙、3月のコミューン選挙
を経験することにより、地域の民意を集約する組織として成長し、やがて各区の自治組織、区行政
組織への関与を深めていく。本節で扱ったのは、ここへ至るまでのプロセスである。
　1870年9月に発足した監視委員会、クラブ等の民衆組織が掲げた社会改革の要求を、翌年の選挙に
よって成立したパリ・コミューンの主要施策と比較してみると、官吏の給与の上限（年額6,000フラン）
（4月2日布告）、国家と宗教の分離（4月3日官報掲載）、常備軍の廃止と国民軍（民兵制度）の創設（3
月29日布告）、司法官または官吏の公選、競争試験による選任（4月19日の「フランス人民に対する宣
言」）等、多くの点で共通していることを確認できる。第4区のクラブでは、パリ・コミューンに先行
して、4、5カ月も前にこれらの社会改革のテーマを活動理念としていた。一方、パリ・コミューン自
体は、例えば教育施策を例にとると、国家と宗教の分離を布告しつつも、初等教育を含め公教育の非
宗教性、無償制、初等教育の義務制を布告することは、最終的におこなうことはなかった35。
34　第1区、第2区の当選者は共和急進派が占めたが、ほぼ全員が辞退し、4月16日の補充選挙でインター派が選出
された。なお、この補充選挙については規則上の不備が指摘され、選挙の有効性がコミューン議会内部でも疑問
視された。
35　1871年3月23日開催のインター・パリ支部連合評議会で採択された声明には、無償制、非宗教性、総合教育が挙
げられている。1871年5月9日開催のインター・パリ支部キャリエール地区では、非宗教性の初等教育と職業教
育、義務制、あらゆる教育段階の無償制の要求が掲げられている。
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　従来、パリ・コミューンの多くの施策が実行に移されなかったのは、政権を保った期間が72日
間という短期間であったこと、あるいは、議会内部における分裂闘争等にその原因があるという言
説が定着していた。しかし、本節において考察したように、それはパリ・コミューンの成立過程と
構造自体にその要因があったと結論付けることができる。
　構造という面からみれば、パリ・コミューンは議会で決定した施策の実行を、各区から選出された
議員と区委員会に委ねていた。パリ・コミューンは、行政府の省庁に相当する各種の委員会（代表委
員会）が設置されていたが、そこでは検討や立案をおこなうだけで、施行する権限も組織ももたな
かった36。例えば、教育の非宗教化をおこなおうとした教育改革においては、教育委員会（文部行
政組織に相当）から各区への通達や命令などは、ほとんどみられなかった。教育委員会代表を務め
たE.ヴァイヤン（Vaillant） 37が熱心に教育の非宗教化をすすめようとし、代表委員として命令を執
拗に発したが、区によって温度差があり、結果的に区ごとの大きな差異となって表れたのである。
　パリ・コミューン議会と各区の間における、このような関係は選挙における命令的委任とそれま
での地域における民衆運動のなかから醸成されたものである。コミューン選挙においては、各区の
有権者の意向を選挙候補者が受諾し、そして当選者である議員がそれを議会で反映する命令的委任
関係に基づいていた。議員たちは有権者の代表者ではなく、代理人であった。その関係は前年9月
以降の民衆組織の展開と密接に関係していたのである。公開集会から会員制組織へ、会員制組織か
ら革命組織、すなわちコミューン組織の母体へと引き継がれていったのである。
第三節　人民主権と民衆組織
　パリ・コミューンの発足後、民衆勢力は社会的組織として、各区、地域の行政機構に一員として
参加する一方、それまでと同様、集会を通じて民衆の意識形成を図った。
　J.ブリュアは、パリ・コミューンと民衆組織、特にクラブとの関係について、二つの側面があっ
たことを指摘し、「根底からの支持と油断のない批評精神を同時にあわせもつものであった」と述
べている。つまり、クラブの民衆たちは自らが投票し、選出した議員による議会を支持し、役立つ
提案をして協力すると同時に、その議会を用心深く監視し、ときには非難さえしたというのである38。
　パリ・コミューンにおける中央組織と地域間の葛藤は、具体的には議会と地域の国民衛兵や監視
委員会、クラブとの関係において考察されるが、それはとりもなおさず人民主権の実行にともな
う葛藤と混乱であり、コミューン体制に必然的にもたらされたものであった。この点、R.D.ウルフ
は、「革命的社会主義は、民衆クラブと監視委員会のなかにおける、独自の見解と活動の間の相互
作用から生まれたものであった」39と民衆組織を評価し、パリ・コミューンにおける人民主権の実
36　「コミューンは代議体ではなく、執行権であって同時に立方権を兼ねた、行動体であった」（『フランスの内乱』
岩波、1952年、95頁）と翻訳されたマルクスの見解は、事実とは大きく異なっている。
37　Edouard Vaillant (1840-1915)　医学博士、第8区選出コミューン議員、第二次教育委員会代表、インター会員。
J. Maitron (dir.),  Dictionnaire biographique du mouvement ouvrier français,  6 vols., Paris, 1961-1971（ 以 下、
D.B.M.O.F. と略す。）,  t. 9, pp. 251-257.
38　J. Bruhat et al., op.cit.,  p. 166.
39　R.D. Wolfe, Op.Cit.,  1965. « ... revolutionary socialism was a product of the interaction between their original 
views and their activity within the popular clubs and committees.... » (p. 388)
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践が民衆間における相互の意思疎通がおこなわれる中で実現されたものであると述べている。
　監視委員会やクラブは区を単位とする地域行政や治安維持の一端を担い、国民衛兵は各区ごとに
配置された師団組織を背景に、パリ・コミューン自体に対しても大きな影響力をもっていたのであ
る。本節では、パリ・コミューンにおける人民主権の実行が、地域を主体として構造的に遂行され
たことについて、その実態を確認する。
　4月末から5月初旬にかけて、議会を二分する白熱した議論となった公安委員会の設置をめぐる
問題では、議会内部に多数派と少数派という分裂を生んだ。
　パリ中心部のニコラ-デ-シャン教会（第3区）を会場としたコミュナール・クラブでは、4月30
日、コミューン議会に対して公安委員会の設置を要求する決議がおこなわれ、この決議に続きそ
の翌日、5月1日には辞任議員の補充選挙のやり直し、公安委員会設置案の支持、パリ市内の教会
を公開集会とクラブの施設として夕方に利用することが決議され40、この決議は第1区選出議員
P.ヴェジニエ（Vésinier）41によって5月3日に開催されたコミューン議会の場において報告、提
案された。5日には「民衆へ」という呼びかけのもとで、「コミュナール・クラブの原則の宣言」
がおこなわれた42。その翌日、6日にはB.ランデック（Landeck）43が要求した、「コミューンは、
民衆たちの協会を拠りどころにするべきだ」という動議とそれが承認されたことを伝える記事が
『ブリュタン・コミュナール』紙に掲載されている44。
　前記の「コミュナール・クラブの原則の宣言」を一部抜粋し、ここに引用しておく。
　「コミュナール・クラブの目的は、（中略）人民の権利を守り、人民がみずから統治できるよう
に人民に政治教育をおこなわせ、われわれの受任者が原則を逸脱すれば原則を思いださせ、彼ら
が共和国を救うためにおこなうすべてのことで彼らを支持し、なかんずく、その受任者の行為の
監視という権利を放棄すべきでない人民の主権を確立することにある。人民よ。公共集会や出版
を通じて、みずからを統治せよ。諸君の代表者たちに圧力をかけよ。彼らが革命の道を行きす
ぎるということはない。もし受任者たちがためらったり、立ちどまったりすれば、われわれの目
標、すなわちわれわれの権利の獲得、共和国の強化、正義の勝利に行きつくように、彼らをかり
たてよ」45
　このように、有権者と議員（受任者）の関係について人民主権に基づくことを明白にし、民衆自
身の政治的覚醒をも促している。公安員会の設置をめぐっては多数派と少数派の議論にみられるよ
うに、議会の中では意見が大きく分かれる問題であったが、第3区のコミュナール・クラブは設置
40　S. Edwards, The communards of Paris, 1871,  Ithaca, c1973, p. 100. G. Bourgin et G. Henriot, Procès-verbaux de 
la Commune de 1871, 2 vols., Paris, 1924, 1945.（以下、「P.V.C,」と略す）, t. 2, pp. 89-90.
41　Pierre Vésinier (1824-1902). ジャーナリスト、インター会員、第20区監視委員会委員、補充選挙（4月16日）に
より第1区選出議員となる。（D.B.M.O.F., t. 9, pp. 305-307）
42　Ibid.,  p. 99.
43　Bernard Landeck (1832- ?). ポーランド出身、インター会員、宝石細工職人、モリエール・ホール、サン-ルー教
会クラブ、ニコラ-デ-シャン教会クラブ等で活動。（D.B.M.O.F.,  t. 7, p. 8）
44　Bulletin communal,  le 6 mai, 1871. 柴田三千雄、前掲書、146－147頁
45　Ibid.
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を支持することによって、革命をさらに前進させ、人民主権の実現を目指したのである。
　同じくパリ中心部に近い第8区では、民衆組織の公安委員会に対するこのような支持の姿勢を、
監視委員会委員の活動を地域行政のなかで具体的に示すことによって、政治的立場を明らかにして
いた。
　第8区の監視委員会は、公安委員会から権限を委譲され、同区内における物資徴発や反コミュー
ン派の捜索とそれに関連する要員の任命をおこない、さらに戦死した国民衛兵の妻や子供への年金
の支払いの決定、食糧の確保という範囲まで活動を広げていた。監視委員会の委員たちが区行政の
さまざまな部門の業務を分担し、同時にコミューン派遣議員と連携しながら、必要に応じてパリ・
コミューンの中央執行組織の権威によって、地域における自らの公的活動を根拠づけていた。その
具体的な様相を考察してみたい。
　3月20日、モンマルトルにおける騒擾の翌々日に、国民衛兵第8師団の師団長であったJ. アリク
スは、第8区の区役所を占拠した。その後、3月26日のコミューン選挙を経て区長に就任するや、
第8区の監視委員たちを区業務の要職に就けた。A. ルバ（Lebas） 46とブラン（Blanc）を助役に任
命し、V.P. リシャール（Richard） 47、L. ブルレ（Bourlet） 48、テシエ－ド－マルグリット（Tessier 
de Margueritte） 49、J.ビゴー（Bigot） 50を区行政委員membre de la municipalitéに、シュミット
（Schmidt） 51を局長に、古くからの市役所職員A.H. コパン（Coppin） 52を事務長に任命したので
ある。3月18日の騒擾事件以前から、第8区では、監視委員会が区行政を管理していたという説も
あるが、どちらにしてもコミューン発足以前に、監視委員会が区行政を把握していたことに変わり
46　Adolphe Lebas（1849- ?）レース店勤務、インター会員、第8区コンスタンチノープル街7番地居住 は、3月29
日に警察、監視代表委員に任命され、4月には、助役に任命され、軍事関係においても、アリクスの片腕として
活動し、通行証の発行、パン屋の夜間労働禁止違反者の摘発等（5月5日には履行状況を点検する命令書を発行
をおこなったが、5月10日にアリクスとともに秘密裏に拘束され、マザス監獄の独房に留置された 。（A.H.G., 8J 
10 d548）この留置について、市役所市民警視commissaire civilのE. ドラシャペル（Delachapelle）の書簡あり。
（Ibid.）第71大隊に所属。父とともにインターの会員で、ペパニエール街rue de la Pepiniere8番地に居住とあり、
国民衛兵参謀隊長、第8区ヨーロップ地区警視を務めた。（D.B.M.O.F.,  t.7 , p. 50）
47　Victor Pierre Richard（? - 1912）乾物屋、ボワシー -ダングラ街29番地に居住、共和主義者委員会Comité 
républicain、第8区監視委員会委員、J. アリクスの主張で助役に就任し、特に軍事と食糧を担当した。L. ブルレ
とともに、J. アリクスの命令に従って区行政をすすめた。4月16日のコミューン補充選挙では投票用紙の配布を
務めた。（D.B.M.O.F.,  t. 8, pp. 337-338）
48　Louis Bourlet（1838- ?）紳士物衣料品商、行政委員membre de la municipalitéと監視委員comité de vigilanceを
務め、特に財務を担当した。財務担当者として区内のさまざまな金庫から資金を確保した、軍事事務所に務めた。
（A.H.G., 8J 10 d548）（D.B.M.O.F.,  t. 4, p. 389）
49　Tessier de Margueritte パリ攻囲が始まった時期から国民衛兵第69大隊の大隊長を務めたが、11月31日の騒擾
事件で罷免され再任されることはなかった。コミューン下では、区行政委員（4月16日の選挙により）、監視委
員を務めた。貴族の出身で、男爵（Tessier, baron de Margueritte）であった。
50　J. Bigot（?- ?）は元パン職人親方でありながら、政治に多く関係してきた 。コミューン下では区行政委員とな
り、軍事事務所bureau militaireに務め、徴兵拒否者の逮捕を進めた。5月14日には警察中央委員commissaire 
central de policeを務めた。（D.B.M.O.F.,  t. 4, pp. 297-298）
51　Schmitz あるいはSchmidt（?- ?）軍事事務所bureau militaireに務めた。（D.B.M.O.F.,  t. 9, p. 105）
52　Alfred Hippolyte Coppin,、32歳、フォンタラビ街9番地（第20区）に居住、J. アリクスが区役所では常に中佐
の軍服とサーベルを身につけていたと証言し、3月20日は区役所に現れて、彼を補助する職員と一緒に区業務の
再編をおこなったという。軍事事務所は外国人の職員を動員し、他の事務所も新しい職員を配置した。戸籍事務
所以外には、外国人がいた。監視代表委員になったのは3月末で、ほかにも中央委員を務めたビゴー、よく知ら
ないがビロ（Billot）という人物もいた。A. ルバやシュミットもいた。E. ヴァイヤンやR. リゴーは戸籍事務所の
代表委員を務めていたと証言。（1872年5月11日、第3軍法会議のための証言　A.H.G., 8J 10 d548）
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はない53。また、パリ・コミューンが選挙を経て正式に成立する以前の時点で、第8区の国民衛兵
師団長であったJ. アリクスが、これら監視委員会の委員を動員して行政の実権を握っていたこと
を、まずは胸に刻んでおかなければならない54。
　監視委員会のメンバー 55による区役所業務にあたって、統括したのがテシエ－ド－マルグリット、
L. ブルレ、G. ピケ（Picquet）56であった。委員たちは、区行政の要である財政と警察をおさえ、
財政については、L. ブルレが担当し区役所のさまざまな財源から資金を確保するとともに、軍事
事務所も管轄した57。
　その後、コミューン内部の抗争のため、一時期区長J. アリクスと助役A. ルバが拘束されると、
V.P. リシャール、L. ブルレ、テシエ－ド－マルグリットがその代役を務め、J. ビゴーが警察中央委
員commissaire centralを務めた。
　5月11日には、4月26日付のコミューンの布告に基づき、同区監視委員会の7名を区内の徴用、
武器徴発、宣誓拒否者の捜索に関する任務を与えている58。なお、この文書はL. ブルレ、G. ピケ59、
シュミットの三名が任命者として署名したうえで、第8区選出議員のR.リゴー 60とE.ヴァイヤン
が承認の署名をしている。このことから、区行政の人事については、監視委員会の自律性を担保し
ながら、表面的にはコミューン議会の権威を尊重していたことが示唆されている。なお、同日に、
53　監視委員会の委員たちは、モンマルトルの騒擾事件があった3月18日の翌々日には、国民衛兵第8師団長であっ
たアリクスによって任命されたという説もあるが、それ以前にすでに監視委員会の委員たちの管理下にあったと
いう証言もある。　監視委員会委員たち（Dourlet, Bourlet, Richard, Teissier de Margueritte, Bigot）が区行政
の機能を担っていたのは、J. アリクスが区を占拠する以前からであったと述べている。（A.H.G., 8J 10 d548）
54　その翌日、3月21日にはパリ広場司令官の命令として、J. アリクスはプランス-ユジェーヌ兵舎に第3大隊を集
合させた。29日には旧警察を解体し、新たに警察、監視代表委員としてビロ（Billot）、A. ルバ（Lebas）、ブラ
ン（Blanc）、L. モルトロル（Morterol）*を任命した。4月に入り、2日にはJ. アリクスの命令により、区会計局
に押しかけ「徴発」をおこなった。この時は、プラン（Poulain）、A.H. コパン、A.ルバ等が現場におり、会計局
には8万フランがあった。4月11日、区代表委員délégué à la MairieとしてG. ピケを任命 。4月17日には、区食
糧支援所cantines municipalesを立ち上げ、5月7日には、避難者のために建物の徴用をおこなった。その後、コ
ミューンによってアリクスが拘束されると、V.P. リシャール、L. ブルレ、テイシエ-ド-マルグリットがその代
役を務め、ビゴーが中央委員commissaire centralを務めた。J. アリクスはその後、G. ランヴィエ（公安委員会）
の命令により5月22日に解放されている。（A.H.G., 8J 10 d548, Ms.）*Emile Léopold Morterol (1845 - ?)は建築家、
国民衛兵中央委員会委員、警視を務める。（D.B.M.O.F.,  t. 8, pp. 7-8）
55　Ly16, ms.の 監 視 委 員 会 リ ス ト に よ れ ば、13名。Bourlet, Picquet(Gustave), Schmidt, Bigot, Bauche*, 
Bressler(Eugene)**, Piffault(Eugene)***, Denneville (Jean Baptiste)****, Richard, Bleine (A), Billot, Morterol, Lebas
である。Ly27, ms. の監視委員会リストによれば、9名。Bourlet, Piquet, Schmidt, Bigot, Bauche, Bressler, 
Piffault, Denneville, Richardである。*Emile Bauche ( ? - ?)国民衛兵第69大隊、第1中隊に所属し、第8区軍事事
務所委員を担当（D.B.M.O.F.,  t. 4, pp. 212-213）。**Eugene François Bressler (1842 - ?)行商人、第8師団で宿営、
軍事事務所委員を担当（D.B.M.O.F.,  t. 4, p. 411）。***Eugene Piffault (1825 - ?)文具書籍商、攻囲中は第3大隊第2
中隊に所属し、妻ととともにクラブへ出席し、1871年4月16日の補充選挙事務を担当し、5月11日に軍事事務所
委員を務めた（D.B.M.O.F.,  t. 8, p. 180）。****Augustin Denneville (1841 - ?)銅製品旋盤工、第8師団軍事事務所委
員を務め、第69大隊に所属し、インター会員（D.B.M.O.F.,  t. 5, p. 180）
56　Gustave Picquet（1830- ?）Joseph Piquetとも名乗る。染物職人。（D.B.M.O.F.,  t. 8, p. 195）
57　A.H.G., 8J 10 d548, Ms.
58　A.H.G., Ly27, Ms. .警 察 文 書、7名 と は 監 視 委 員 のBigot, Piffault, Agoustin, Delauriere, Bauche, Denneville, 
Bresslerである。4月26日付のコミューンの布告とは、コミューン議会と区行政との間における権限の分担につ
いて、軍事関係を除く区行政については区行政機関が担当するという布告を指すものと思われる。（図版１）
59　Joseph Piquet.は、Gustave Picquetとも称した。
60　Raoul Rigault (1846-1871)学生、ジャーナスト、第8区選出コミューン議員、保安委員会、検事を務める。聖職者
の逮捕と処刑命令を下した（D.B.M.O.F.,  t. 8, pp. 344-345）。
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国民衛兵としての兵役義務を果さずに逃亡している人物について、不動産所有者、家主、管理人に対
して、48時間以内に区軍事事務所bureau d’armementに通報することが布告arrêtéされており61、
この布告でも、その前文で公安員会の権限が第8区監視委員会に委譲されていることが明記されて
いる。この案件は第8師団と国民衛兵の協力のもとに遂行すると述べ、監視委員会事務総長という
職名とともに、シュミットの署名が付されている。
　これとほぼ同様の内容の文書として、5月14日の布告では、国民衛兵の協力の下に調査委員を任
命すること、不動産所有者、家主、管理人は調査票の受領から24時間以内に記入のうえ提出する
こと、この調査に支障を与える者に対しては罰則が科されること、とされている。この文書には、
監視委員会委員3名の署名（F.ブレスレ、E.ボーシュ、J.ビゴ）がある62。
　5月14日の監視委員会事務総長としてシュミットの署名がある文書も、同様に公安委員会から権限を
委譲されたとしたうえで、監視委員会がJ. ビゴーを警察中央委員に任命し、G.ピケにその業務指示概要
を作成させることを提案することを布告したものである63。同日付けの文書として、他にも公安委員会
からの権限委譲により業務命令をおこなったものがあり64、こちらもシュミットの署名が付されている。
　区内の住民に直接関わる社会政策としては、5月12日に、戦死した国民衛兵の妻と子供に対して
年金を支払うことについて、監視委員会の名前で命令書を発出し、そのための調査委員会委員6名
（ブシェ（Boucher）、ボンレザン（Bonraisin）、プラン（Poulain）、プリュドム（Prud’homme）、
V.P. リシャール、ヴォワニエ（Voignier））が任命された65。5月16日には、区内に3軒の市営肉店
が開設されたことが監視委員会の名の下に布告され、V.リシャールとE.ヴァイヤン（第8区選出議
員）の署名が付されている66。また、第8区では、監視委員会の後援のもと、区長J.アリクスと共
同しトリアート体育館において女性同盟クラブを開催しており67、監視委員会が区業務に密接にか
かわっていただけでなく、区内の女性たちの民意の集約をも図っていたことを示唆している。　
　第8区ではコミューンの成立以前より活動していた監視委員会が、区行政の中心を担っていたの
である。同じ第8区選出議員でありながら、コミューンの組織の中でもひときわ存在感があったE. 
ヴァイヤンと比べ、区行政というレベルにおいてはむしろJ. アリクスの方が実質的な影響力をもっ
ていたこと、そしてそのいきさつがここに示されている。前述したA.H. コパンの証言でも、「ヴァ
イヤンやリゴーは戸籍事務を担当する委員を務めていた」68とあり、コミューン議会においてはそ
れぞれ発言力があり、要職（教育委員会代表、検事総長）についていた議員であったが、選出母体
である地元の区の視線からみれば、区の実権はJ. アリクスに握られ、彼が配置した監視委員会の
メンバーが表面上はコミューン議会の権威を尊重しつつ、実質的な行政を自らの手で進めていたこ
とが考察されるのである。
61　A.H.G., Ly27, Ms.
62　Ibid .（図版２）
63　Ibid .
64　Ibid .
65　A.H.G., Ly16, Ms.
66　Ibid .
67　Paradaise, web( http://www.weekisto.fr/a-visiter/commune-de-paris-1871-8eme-arrondissement.php) /　
68　A.H.G., 8J 10 d548, Ms.
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おわりに
　パリ・コミューンにおける人民主権について、先行研究では民衆組織の活動に言及することは
あっても、各種の宣言や規約等から民衆が目指した政治形態を説明するにとどまってきた。いわ
ば、公の舞台であるコミューン議会や議員の発言など、運動の表面にみられた事象に焦点をあわせ
る傾向が強かったのである。それはまた、その後に続いた社会主義運動の過程における党派的なパ
リ・コミューンの解釈にもつながるものであった。
　本稿は、これに対して、人民主権という政治概念を一旦社会の中に置き、地域における民衆たち
による実際の活動を通じて、とらえ直そうと努めた。ポピュリズムという、現在、世界を揺さぶる
政治的関心が集まるテーマを念頭に置きながら、1870-71年のパリ民衆たちの地域における活動を
再確認しようと試みたのである。
　翻って、現在の社会状況をみれば、IT技術の飛躍的な発展や産業構造の劇的な変化が生み出し
た、富の分配の偏差や社会階層の分断がいたるところに生じ、圧倒的多数の人びとを貧困と不安に
陥れている。これに対して、既成の政治手法や社会・労働組織への期待は裏切られ、日々深刻な症
状を呈していることは大方が認めるところである。宗教的な対立という形をとった、国際的なテロ
事件も、社会、経済、政治システムの多層に亘る変化が生み出した矛盾と無縁ではない。
　民衆たちが、自身が生活を営む地域で、社会的権利や労働の保障を求め、持続的な活動をおこな
うことにより政治的自治を実現したパリ・コミューンを、再び歴史の中でとらえ直すことが求めら
れているのではないだろうか。
　本稿が、人民主権という政治概念とその意義を再評価する契機となれば幸いである。
添付資料
第4区監視委員会規則
　第4区の監視委員会には、「社会主義革命家の」des révolutionnaires socialistesという名称が付
され、25か条に及ぶ規則réglementと15か条からなる委員会規則Réglement du Comitéがあった。
監視委員会規則
第 1 条　監視委員会の設置目的を社会主義革命の原理principe revolutionnaire socialisteの防衛と、
その原理の表明、拡散を公開集会réunion publiqueを通じておこなう。
第 2 、 3 条　構成員について26名を会員とするが、そのうち6名を執行委員とする。
第 4 条　執行委員の任期と罷免について。
第 5 条　執行委員の責任と義務について。
第 6 条　委員会の開催頻度、委員会役員、議長選任について。
第 7 条　会員の出席義務と3回連続欠席の場合の除名処分について。
第 8 条　執行委員は区における公開集会を組織すること。
第 9 条　公開集会における業務分担について。
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第10条　第9条で規定した公開集会においてその業務分担からは執行委員は免除すること。
第11条　第9条に定める業務について執行委員は会員を指名してこれに充てることができる。
第12条　委員会は20区中央委員会と関係を保持し、執行委員は合同会合に出席する。
第13条　執行委員会は監視委員会の経費の収支が赤字にならないようにする。
第14条　会計担当者の職務について。
第15条　会計報告を毎週行なうことについて。
第16条　会員の欠席、政治的背信、委員会業務の不正についての処分について。
第17条　退会処分者の再入会拒否について。
第18条　退会処分者の補充について。
第19条　週集会、定期集会で議決した事項は出席者数の如何に関わらず有効とみなすことについ
て。
第20条　集会における議決方法について。
第21条　議決は多数決とすることについて。
第22条　委員会に対する疑問は非公式の委員会で討議し、公開集会に持ち込んだ場合は非難され
ることについて。
第23条　非公式委員会、公開集会の議事録は記録され、保存されることについて。
第24条　委員会の解散については会員の三分の二以上の決議によっておこなわれることについて。
第25条　本規則の変更は、会員全員の一致があればおこなわれる。
委員会（クラブ）規則
第 1 条　委員会開催日について毎週月、水、金とし、必須であることについて。
第 2 条　会員が上記委員会に出席できない時は事前に届け出をすることについて。
第 3 条　欠席が3回に及ぶ場合は、以後出席できないことについて。
第 4 条　各会員は委員会開催時の議長、会計、受付、警備等を輪番で充たることについて。
第 5 条　上記の当番業務は事務局が一覧表を作り依頼することについて。
第 6 条　上記輪番業務を拒否した場合は会員を抹消し、委員会に出席できないことについて。
第 7 条　輪番業務日の変更要望について。
第 8 条　5名の会員の請求があれば会計、書類の閲覧を求めることができるについて。
第 9 条　会計担当者は毎月15日、30日締めの会計報告をそれぞれ翌週におこなうことについて。
第10条　会員が策略等により尊厳を損なう時は非難と取り消しを求めることができるについて。
第11条　委員会は現行会員の最大21名によって構成されることについて。
第12条　公開集会にて会員が議長を務められないと委員会が判断した時は、これを友好的に配慮
することについて。
第13条　会員の業務についての例外的扱いについて。
第14条　公開集会の開始時間は7時とすることについて。
第15条　当区の他の委員会と併せて本委員会に出席することはできないことについて。
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図版1　監視委員7名の任命文書（1871年5月11日）
 
（フランス国防省文書館所蔵Ly27）
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図版2　監視委員会事務総長シュミットの文書（1871年5月14日）
 
（フランス国防省文書館所蔵Ly27）
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La souveraineté populaire et le peuple sous la Commune de Paris : 
au-delà du populisme
Norio Takahashi
Cet article a pour but d’étudier, par l’analyse des activités autonomes des organisations 
populaires et par celle de leur structure, le phénomène sociopolitique où le système politique 
que la Commune de Paris a tenté de mettre en place, n’était qu’une sorte de mouvement 
populiste basé sur l’énergie de l’énorme changement par le peuple, de « bas » vers le haut, et 
qu’une pratique de la souveraineté populaire.
À cet égard, j’ai examiné en m’appuyant sur des documents historiques, l’hypothèse 
démontrant que les organisations populaires sous la Commune de Paris ne se sont pas formées 
suite à la formation de la Commune de Paris, mais sont arrivées à s’installer au fur et à mesure 
que l’idéologie mûrissait dans la pratique des mouvements de la foule sous le régime impérial.
À la fin du régime impérial, la réunion publique a été légalisée sous forme de « la 
réunion publique non politique » et « la réunion publique électorale », bien qu’il y ait eu des 
restrictions de la présence de la part des autorités intéressées etc., elle a joué un rôle important 
pour faire évoluer le mouvement ouvrier et les mouvements de la foule. Elle a donné l’occasion 
non seulement d’établir un contact entre les activistes du groupe de l’Internationale, des 
blanquistes et des radicaux qui préconisaient le socialisme mais aussi de lier les activistes au 
peuple. En outre, cette réunion publique a fait en sorte que les habitants qui s’intéressaient aux 
problèmes sociaux se rencontrent, et a rapidement fait naître un sentiment de solidarité lors 
de ces rencontres. La réunion publique électorale étant destinée uniquement aux électeurs des 
habitants des circonscriptions électorales, les relations entre les candidats et les électeurs se 
sont de plus en plus resserrées ; de même, elle a établi les bases à partir desquelles la relation 
« mandat impératif » a évolué, et elle a bientôt présenté la demande de la tenue de l’élection 
du conseil municipal (la Commune de Paris), et la réunion publique électorale est finalement 
parvenue à faire se développer et arriver au stade de la mise en œuvre de la relation « mandat 
impératif ».
Après l’effondrement du régime impérial du 4 septembre 1870, la liberté de réunion 
étant ainsi accordée, le peuple a tenu une réunion dans les établissements scolaires, ou dans 
le théâtre qui avait suspendu les activités commerciales car le préfet lui avait ordonné de le 
fermer pendant la période d’encerclement. La réunion publique s’est graduellement transformée 
en comité de vigilance ou en club populaire.　
Après octobre, le Club du Collège de France (5e arrondissement), le Club des Folies-
Bernère (9e arrondissement) et le Club démocratique du Casino (id.) etc. a annoncé le sujet 
politique appelé la formation de la nouvelle administration municipale, soit la Commune 
révolutionnaire de Paris comme les demandes expédiées du quartier de Belleville et celui de 
Ménilmontant, districts de la classe ouvrière du 20e arrondissement. 
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En décembre, le « Club socialiste du 4e Arrondissement », afin de constituer le comité 
(composé de 21 personnes au maximum) qui forme le noyau du club, a décidé que le comité 
exécutif du comité de vigilance dans l’ensemble du comité nommerait le comité du club, au 
lieu de la démarche précédente où il était nommé par élection par les membres du club. On a 
essayé d’unifier le comité de vigilance et le club en fixant l’objectif d’installation du comité de 
vigilance : « défendre le principe révolutionnaire socialiste, de professer ces principaux et de 
le répandre dans 4e arrondissement principalement par le moyen des réunions publiques ». En 
d’autres termes, on a redéfini la relation entre le comité de vigilance et le club en supposant 
que l’on profiterait de l’occasion de la réunion publique pour faire de la propagande du club. 
Structurellement, le « groupe révolutionnaire » (le comité de vigilance, 26 personnes) qui ne 
se présente pas en surface du mouvement a projeté de former l’opinion publique à l’aide d’une « 
réunion » (le club) comme activité publique en incitant le peuple à adhérer au club. Il 
s’agissait en quelque sorte d’exécuter une stratégie révolutionnaire en organisant le « groupe 
révolutionnaire » (26 personnes) sous la « direction révolutionnaire » (6 personnes) appelée le 
comité exécutif, par le biais du groupe des activistes au sein du peuple qui ont été nommés par 
le comité exécutif comme le noyau de la réunion publique (le club).
À la fin de février de l’année suivante, les comités de vigilance de l’ensemble du 1e 
au 20e arrondissement de Paris ont ouvert une réunion conjointe, et pour rivaliser avec le 
gouvernement de la République du côté de Versailles, déclarant dans cette réunion qu’« il place 
la République au-dessus du droit des majorités ; il ne reconnaît donc pas à ces majorités, le 
droit de renier le principe de la souveraineté populaire, soit directement par voie plébiscitaire, 
soit indirectement par une assemblée, organe de ces majorités », on a conclu d’établir les bases 
de la République sur la souveraineté populaire que les majorités dans l’assemblée ne peuvent 
pas rejeter. Comme susmentionné, l’élection du conseil municipal étant tenue, préalablement à 
la formation de la Commune de Paris, le peuple avait visé à réaliser une république basée sur la 
souveraineté populaire.
Après la création de la Commune, d’une part, le pouvoir du peuple en tant qu’
organisation sociale a participé comme membre à la structure administrative de chaque 
arrondissement et quartier, d’autre part, il a essayé de sensibiliser le peuple à la réunion de la 
même manière que la précédente.
Le Club communal qui était organisé à L’Église Saint-Nicolas des Champs (le 3e 
arrondissement) de la partie centrale de Paris a pris la décision de demander la création du 
Comité de salut public à l’assemblée de la Commune (le 30 avril) ; la demande a été exposée et 
proposée dans l’assemblée de la Commune tenue le 3 mai.
Soumis à l’appel « au peuple » le 5 mai, la « Déclaration » a été faite, et on a mis au 
clair le principe que les relations entre les électeurs et l’assemblée de la Commune de Paris 
(le mandataire) s’appuient sur la souveraineté populaire, en incitant également à la prise de 
conscience de la politique du peuple de soi-même.
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Dans le 8e arrondissement, l’autorité du Comité de salut public a accordé au comité 
de vigilance un pouvoir délégué, et les membres du comité de vigilance dans l’administration 
locale déployaient des activités concrètes.
J’ai mis en relief la manière dont la souveraineté populaire a été mise en œuvre en 
vérifiant la profession et la couche sociale des personnes qui constituaient les organisations 
populaires dans ce 8e arrondissement. 
Comme ci-dessus, j’ai vérifié que la souveraineté populaire dans la Commune de 
Paris constituait également une sorte de mouvement populiste, à travers les considérations 
des processus de son évolution dans lesquelles ses idées mûrissaient peu à peu à partir des 
mouvements de la foule sous le Second Empire, et étaient mises en pratique et finalement 
réalisées. 
